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【背景・目的】介護現場において介護職員の確保、定着が
大きな課題となっている。厚労省は「多様な人材の確保」
を謳い中高年齢者等の参入をすすめている。資格や能力に
こだわらない採用を行い、働きながら知識技術を学び成長
してもらうことで「富士山型」の人材育成を目指すとして
いる。しかしこの方針に従って多様な資質素養を持った介
護職員を増やすという事は介護の専門性の低下を招く恐
れが高く、「介護サービスの質」が損なわれる可能性が高
い。既に介護現場においては、中高年齢者や介護未経験の
新人職員が増加し、「人材の多様化」がすすんでいるとい
うが、その実態を明らかにする取り組みについては介護労
働安定センターの調査の他にはほとんど行われていない。
本研究では、現在介護現場で働く介護職員の年齢・能力・
特性、職業観等に関する実態を明らかにし、どのような教
育的支援が必要なのかを検討する。 
 
【研究方法】A 県の介護付き有料老人ホーム（以下 B ホ
ームとする）に勤務する介護・看護職員 20 名に対して、
新潟県のピーエムシー株式会社が開発した「介護事業所組
織診断」を実施、その結果を分析した。実施する際には結
果を研究に使用すること、プライバシーに関する安全性の
確保などを明記した文書を送付し組織診断結果の返送を
もって同意が得られたものとみなした。 
 
【結 果】職員の属性（年齢、性別、中途者の割合、資格）
は、全国調査の平均値に近いものだったが、60 代が 6 名、
70 代が 1 名と高年齢者が多い印象を受けた。介護現場を
3 年以上経験しているものは 45.0％であった。介護福祉士
は 10.0％であった。介護用語理解度テストに関しては、
認知症の中核症状を 3 つ以上列挙出来たものは 0.0％、
BPSD を 5 つ以上列挙出来たものは 20.0％にとどまった。 
バーンアウト尺度に関して高ストレス者は存在しなかっ
たが、年代別では 20～30 代の職員に若干のストレス傾向
が見られた。介護の経験の長さと、介護用語の理解度調査
の結果に相関関係はみられなかった。 
 
【考察】B ホームの調査では、無資格で知識理解度の低い
介護職員が多く就業していることがわかった。このホーム
は開設後約 10 年が経過し、認知症ケア等専門的対応が必
要な利用者が増加しているが無資格で介護に関する知識
を持たない介護職員が多いことに加え予算や人員不足に
より職員に対する研修・教育が出来ていない状況である。
重度化する利用者対応のためには、介護職員に対する教
育・研修を行っていくことが必要であると考える。経験年
数が長い職員であっても、介護の知識は必ずしも身につい
ていない場合が多く、いちど介護現場に入ってしまうと人
手不足のために off-jt による研修の機会を持つことが難し
い。知識技術を持たない介護職員が増加することで、介護
の質の低下や職員の業務負担の増加の要因となる可能性
がある、こうした理由から、今後介護現場が多くの無資格
未経験者を受け入れていくのであれば、就業初期に最低限
の知識と技術を学んでもらう機会をつくることが必要で
あり、これを事業所単位で行うのであれば「最低限の知識
と技術」に関する一定の基準を検討することが必要である
と考える。 
 
【結論】今後は更に無資格未経験者の採用が増えることが
予想される。介護職員として最低限学ぶべき知識技術を明
確化した初期の導入時研修を充実させることが重要であ
る。 
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【背景・目的】子宮頸がんによるわが国の死亡者数は年間
約 3500 例と推定され、2000 年以降では罹患者・死亡者と
もに 20～30 歳代に多く、特に 20 歳代で増加傾向にあり、
極めて重要な課題となっている。1)子宮頸がんにはヒトパ
ピローマウィルス（HPV）感染が関与していることから、
ワクチン接種が世界的に進められ、わが国でも 2009 年に
子宮頸がん予防ワクチンが認可されたが、認可直後に副反
応の問題が報告され、現在予防ワクチンは推奨されていな
い。2)もう一つの予防行動である子宮がん検診の受診率が
2割程度と先進国の中でも最低レベルであり 3)、子宮頸が
ん予防啓発は喫緊の課題となっている。本研究により、こ
れから看護師になろうとしている女子大学生が子宮頸が
ん予防についてどの程度の知識を持ち、どのような認識を
しているのか実態を明らかにすることを目的とした。また、
調査により予防行動啓発が期待できる。 
 
【方法】1)研究対象：医療系の看護女子大学生 1年生から
4 年生女子学生を対象とした。2) 調査方法と内容：先行
研究を参考に研究者独自の調査票を作成した。子宮頸がん、
予防ワクチン、子宮頸がん検診に関する知識、子宮頸がん
予防ワクチン接種の有無とその理由、子宮頸がん健診受診
の有無とその理由、ワクチン接種・未接種の思いで構成し
た。3)研究方法：無記名自記式質問紙を用いた量的研究。
学年ごととワクチン接種した群と接種しなかった群で単
純集計、クロス集計し、検定した。4)倫理的配慮：新潟医
療福祉大学倫理委員会に承認を受けたのち、対象者に研究
者が質問紙を直接配布し、回答後直接回収した。実施した
研究者が協力依頼と説明を口頭で行い、アンケートの提出
と同意書の署名により同意を得た。 
 
【結果】対象者297名に配布し回答は292名（回収率98.3%）
であった。対象者の人数と平均年齢を表 1に示す。 
 
表 1 対象者の人数と平均年齢 
 
 
 
 
 
 
 
回答者全体の平均年齢は 20.0 歳であった。1 学年の平
均年齢は 18.4 歳、4 学年の平均年齢は 21.5 歳であった。 
表 2 各学年の正答率と接種率と受診率 
学年ごとの
子宮頸がん・子
宮頸がん予防
ワクチン・子宮
頸がん検診に
関する設問の
正答率と子宮
頸がん予防ワクチン接種率と子宮頸がん検診受診率を表
2 に示す。設問正答率は全学年が 36.7%、1 年生が 23.4%、
4 年生が 43.3%であった。子宮頸がん予防ワクチン接種率
は全学年が 86.3%、1 年生が 88.8%、4 年生が 73.9%であっ
た。子宮頸がん健診受診率は全学年が9.9%、1年生が3.8%、
4 年生が 17.4%であった。 
 
【考察】設問正答率を見ると、値はほぼ学年と比例してい
る。看護学を学ぶ学生は子宮頸がんやワクチンに関する講
義を受講し、看護師に近づくにつれ知識を獲得しているこ
とがうかがえる。子宮頸がん予防ワクチン接種率は、永井
らが報告した一般大学学生の接種率 9.6%4)という結果と
比べ、看護女子大生は全体で 86.3%と極めて高い。また、
子宮頸がん検診受診率でも、一般大学学生の受診率 7.5%4)
と比べ、看護女子大生は全体で 9.9%と高かった。本研究
対象の看護学生は設問の正答率は高いとはいえないが、子
宮頸がん予防ワクチン接種率・子宮頸がん検診受診率とも
に予防行動の率は高く、予防行動への意識が高いといえた。
また、子宮頸がん検診の対象年齢が 20 歳からであること、
日本における受診率が2割程度2)であることを踏まえて見
ると極めて高い結果と考えた。看護女子大生は看護学を通
し知識を獲得することで予防行動へのきっかけやモチベ
ーションとなっていると考えられた。 
 
【結論】1.子宮頸がんとその予防行動に関する設問正答率
は 36.7%と低かった。2. 一般大学生と比べると本研究の
看護女子大生の子宮頸がん予防ワクチン接種率は 86.3%
と極めて高かった。3. 一般大学生と比較し、本研究の看
護女子大生の子宮頸がん検診受診率は 9.9%と高かった。 
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学年 人数 無回答 平均年齢 
1 年生 80 人 2 人 18.4 歳 
2 年生 63 人 3 人 19.4 歳 
3 年生 80 人 1 人 20.5 歳 
4 年生 69 人 0 人 21.5 歳 
全学年 292 人 6 人 20.0 歳 
学年 正答率 接種率 受診率 
1 年生 23.4% 88.8% 3.8% 
2 年生 36.9% 93.7% 4.8% 
3 年生 44.1% 88.8% 13.8% 
4 年生 43.3% 73.9% 17.4% 
全学年 36.7% 86.3% 9.9% 
